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従来から用いられる交通需要予測は空間的解像度が低く，代替交通手段のLOSを調査できないなどの問

題もあり，バス需要予測のような細かな需要予測を行うには，予測精度が低く有効に活用されていない．

先行研究ではバス停アクセス時間を変数に組み込んだ交通手段選択モデルを推定し，バス停からの距離別

に設定した圏域を集計単位とした需要予測手法の提案を行った．本研究では，バス路線終点駅からの所要

時間を考慮したバス停利用圏域の設定と，交通手段選択モデルの精緻化により予測精度の向上を図った．

また，交通計画にて一般的に用いられる四段階推計法との比較を行った．その結果，四段階推計法ではバ

ス停毎，バス路線全体の推計値の誤差がいずれも大きくなったのに対し，本手法ではいずれにおいても高

い精度の推計結果が得られた． 
 

     Key Words : Bus demand estimation，Distance to bus stop，Micropopulation census， 
Modal choice model，Personal purpose 

 
 
1. はじめに 

 
近年、地球温暖化や中心市街地の空洞化，市街地の郊

外化などの社会情勢の変化に対応すべく，集約型都市構

造の実現が求められている．これは，公共交通機関沿線

に都市をコンパクトに集約することで，過度に自家用車

に依存することなく生活が可能な都市構造のことである．

こうした都市構造を実現するに当たって，公共交通サー

ビスの充実・改善が求められる． 

しかし，地方都市では自家用車の利用率の高さや，鉄

道網の行き届いていない地域などもあり，公共交通利用

者は減少し，公共交通サービスの切り下げ・撤退を行う

事業者も少なくない．路線バス事業においても，国や都

道府県からの補助金が削減されたことで，採算性の低い

バス路線では減便や路線の一部廃止がなされるなど，最

低限のサービス水準を維持することすらままならない状

況である．だが，路線バスは高齢化が進む地方都市にお

いて特に重要な公共輸送サービスとしての役割を担って

いるため，経営の良し悪しだけでなく，都市交通政策に

おける市民への影響を勘案した上で，バス路線網や運行

形態の再編などによる交通サービスの改善を行っていく

ことは必要不可欠である． 

我が国では，持続可能な地域公共交通網の再構築を図

るべく，平成26年に「地域公共交通の活性化及び再生に

関する法律」の一部が改正された．これにより，行政に

よる地域公共交通計画への積極的な関与がなされるよう

になった．だが，交通計画のベースとなるバス需要は，

未だ正確に予想がなされていない．これにより，経営リ

スクを心配するバス事業者とバスサービスの改善を求め

る市民・行政側との間での合意形成が進まず，バスサー

ビスの改善が進展しないことが危惧される．従って，バ

ス需要の正確な予測手法の実現が必要とされている． 

現在の路線バス需要予測手法では，パーソントリップ

調査（以下，PT調査）などの交通実態調査データに基

づいてモデルを推定し，他の交通手段と一体的に予測す

る手法や，バス停圏域人口から予測する手法がとられて

いる．前者ではPT調査がゾーン単位で実施されるため，

バス非利用者の利用するバス停や，そこまでのアクセス

距離がわからないため精度の高いLOSを推計することが

困難であると言った問題や，PT調査がゾーン単位で実
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施されるためゾーン中心とバス停の位置関係によって誤

差が生じる．後者では交通手段選択などの複雑な事象に

対応できないという問題や，各バス停の地域特性，人口

分布などが反映されない．このように，どちらも予測値

の精度が低く有効に活用がなされていない． 

本研究はこうした問題を解決し，バスサービスの新

設・再編などの交通施策を行うにあたって明確な根拠と

なる高精度なバス需要予測手法の提案を目的とする． 

 

 

2. 本研究の位置付け 

 

(1) 既往研究について 

a) バス需要予測手法について 

バス需要予測手法には多くの課題があり，これまで代

表的なバスの需要予測手法として，バス停圏域人口から

予測する手法，交通実態調査結果やSP調査結果からモデ

ルを推定し他の交通手段と一体的に予測する手法，利用

意向調査を実施し需要を予測する手法，などによる予測

が行われてきた． 

バス停圏域人口から需要を予測する手法として，谷本

ら1)は原単位法を用いて路線の潜在需要の推計を行った．

これは，バス停圏域人口に年齢区分別原単位を掛け，補

正項として地域特性を考慮することで簡易な計算による

需要予測を行っている．具体的には，国勢調査から得ら

れるデータから男女比，日中は高齢者のみの世帯割合，

降雪日数を算出し，補正項としている．簡易手法ながら

一部の地域にて再現率の高さが確認されたが，予測精度

に課題があり，バス停ごとの運賃差が考慮されていない

こと，複数のバス路線があるときは競合関係にあるか判

定不可能なためこうした地域では実施できないなどの問

題が指摘されている． 

また，竹内・山田ら2) 3)はバス停勢力圏内人口に交通発

生力としてバス分担率を乗じ，それを系統・路線別にま

とめ，系統別の運行頻度で重みづけをすることで路線単

位距離当たりの，潜在集客能力を表す「路線ポテンシャ

ル」という概念を提唱している．課題として，潜在需要

をPT調査から得られたOD表をもとに与えることで個々

の路線の素質状態がプリミティブに把握できず，具体的

な路線計画としては行いにくいとされている．また，岐

阜市のような比較的狭い都心への一点集中型の都市構造

の中規模都市では概ね妥当であるが，名古屋市のような

大都市においては，業務交通に見合った別のポテンシャ

ルの計測が必要であるなどいくつかの改良を施さねばな

らないことが課題として挙げられている． 

次にモデルを用いて他の交通手段と一体的に予測する

手法についてでは，従来の交通実態調査からモデルを推

定し，需要を予測する四段階推定法の問題点として行動

論的基盤の欠落や，構造的問題点としてトリップを解析

の単位として集計される点を北村4)は指摘している．一

方，交通需要予測がゾーン・システムに基づいているこ

とへの批判については，当時の技術的条件では土地利用

や，ネットワークの情報をゾーン単位で扱うことが避け

られないとされ，地理情報システムの発展への期待と，

次世代の予測システムの開発への期待が述べられている． 

これまで，こうした地理情報システムを用いた需要予測

手法として内山ら5)は，鉄道利用者の行動をモデルで再

現し，GISをベースに構築した首都圏鉄道計画支援シス

テムを適用することで需要分析を行っている．具体的に

は100mメッシュの通勤・通学ODを作成し，これを発生

量とし代表交通手段選択モデル・鉄道駅選択モデル・端

末交通手段選択モデルを用いることで，アクセス交通を

考慮した従来よりもミクロな分析を行っている．予測の

結果，分析対象エリアの中心近くに位置する駅では概ね

大都市交通センサスの値と一致し，再現性の高いモデル

が構築できたと述べている． 

しかし，本手法をバス需要予測に用いるには，たとえ

100mメッシュ単位での分析であったとしてもメッシュ

の中心からバス停まで一定と扱うため，アクセス時間に

関する変数はメッシュ内で集計的な扱いをせざるを得ず，

バス停とメッシュ中心の位置関係によって実際のアクセ

ス距離との誤差が生じることが考えられる． 

また，こうしたミクロな分析をバスに適応した例とし

て舩戸ら6)は高齢化する集合住宅地域にてイーグルバス

の需要をミクロな需要予測手法を用いて予測を行った．

この研究では100m四方の改良型マイクロメッシュデー

タを用いることで，バス路線単位ではなく個々のバス停

単位での乗車人数を算出可能とし，バス停圏域内人口と

回帰分析から得られた回帰モデルからバス停乗車人数を

算出している．しかし，そのバス停勢力圏は単純な円領

域を基本として定められており，道路に沿った道のりが

考慮されていない点及び，その分析の必要性が課題とし

て述べられている． 

個別の利用意向調査を集計し，需要予測を行った例と

して松阪市の例7)がある．松阪市では「バス路線の新設

やサービス向上がなされた場合に利用するか？」といっ

た設問の意向調査を行い，その結果から市民一人当たり

の年間利用回数を求め，需要を予測している．特に，昼

間の15歳以上の通勤・通学以外での移動を対象とし予測

を行っている．このような手法は非常にシンプルで便利

だが，他の交通手段等の機関分担率が推計できないため，

サービス水準の変化に対応ができないといった問題や，

回答者の回答と実際の行動が異なるケースの存在が指摘

されている． 

一方，こうした回答者行動による問題を擁護し，これ

に代わる新たな需要予測手法として藤井8)により行動意

第 56回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3

図法が提唱されている．これは交通施策を行った場合に，

どのような行動をとるつもりであるかという行動意図を

測定し，拡大することで需要を予測する手法である．こ

の論文では，アンケートを実施することで住民に対し，

「最高に便利なバスサービスができたとき」を前提で行

われた行動意図を尋ねており，潜在的なバス需要の最大

値を推計した．その結果，最も重要となる行動-意図一

致性については，概ね妥当な値となることが確認され，

回答者の報告値を修正することで，概ね現実的な予測値

を導くことができた．しかし，予測精度は未だ正確とは

言えない水準であり，今後さらなる精緻化が求められる． 

 

b) PT調査について 

昭和42年に広島都市圏で大規模に実施されて以来，延

べ90回以上実施されてきたPT調査はこれまで，都市交通

計画を行う上で重要な役割を果たしてきた． 

調査手法はほぼ確立されたものとなっているが，未だ，

多くの問題が指摘されている． 

バス事業者へヒアリングを行い，現状の分析手法など

についてまとめた国土交通省都市・地域整備局の報告書
9)によると，交通政策において行政ではPT調査等が用い

られているのに対し，バス事業者は，PT調査結果を用

いた需要予測はゾーンの粗さなどの問題により，路線計

画においてはほとんど行われておらず，事業者が自社の

経営資料を基に検討がなされているとまとめられている． 

PT調査実施都市圏の行政担当者に対してアンケート

を実施し，PT調査の問題点や改善策，それらへの認識

を調査した市井・遠藤10），遠藤・座間11)の研究において

も，PT調査がゾーン・システムで実施されることによ

る空間的解像度の低さが指摘されている．これにより，

精度の高いLOSの作成ができないことや，交通量予測の

精度が低いといった問題が確認されている．特にこのよ

うな問題を解決できたならば，予測精度が大きく向上す

るとこへの期待が述べられている．一方で，こうした問

題を解決する取り組みとして既に独自で回答欄の追加や，

バス停の利用者数を算出するためゾーンサイズを小さく

し，推定精度向上に努める自治体も確認されている． 

仙台都市圏PT調査12)ではバス交通の需要予測に対応す

るべくゾーンサイズ及びネットワーク体系の見直しが行

われた．具体的には交通サービス水準の測定誤差の減少

やバス停間利用者数を算出するべく，第3回PT調査では

236ゾーンであったゾーン数を第4回PT調査では1825ゾー

ンに細分化が行われた．これにより再現性の高いモデル

の推定と良好な現況再現が確認された． 

 

(2) まとめ 

既往研究・報告書のレビューよりバス需要予測精度が

低い問題として従来のPT調査の空間的解像度が低く，

ミクロな需要予測が困難であることが挙げられる． 

それ故に，バス停圏域人口や利用意向調査などから需

要を予測する手法などの研究が行われてきたが，これら

の多くは他の交通手段と一体的に予測が行えないといっ

た問題を持つ．一方で，これまで行われてきた地理情報

システムを用いたミクロな需要予測に関する研究では，

ゾーンの細分化や100ｍメッシュ等を用いることでミク

ロな分析がなされてはいるが，ゾーンやメッシュの中心

とバス停の位置関係，利用バス停までのアクセス距離や，

利用バス停などの違いによって精度に限界がある． 

このような現状は問題であり，既存のPT調査の問題

を解決することで新たな推計単位での，よりミクロな需

要予測を行う必要があると言える． 

 

(3) 先行研究について 

本研究は鷲津・田中ら13)の継続研究にあたる．先行研

究では新たなバス需要推計手法として，客観的なバス停

アクセス時間を変数に組み込んだモデル推定及び，バス

停単位でのミクロな予測手法の提案を行った．その結果，

バス停アクセス時間を変数として組み込むことの効果は

確認されたものの，需要予測においては運行頻度や所要

時間などの影響によるバス停選択行動が考慮されていな

いため，本線・支線ともに精度が低く，また従来手法と

の比較が不十分であり本手法の有用性を示すには至らな

かった． 

 

(4) 研究の特徴 

本研究は交通調査の空間的解像度を高くすることで，

高精度なLOSの推計，バス停アクセス時間を変数に組み

込んだモデル推定を行い，その後これを用いることで高

精度な需要予測手法の提案を目指すものである． 

先行研究である鷲津らの研究と比較し，本研究では特に

以下の3点が改良されている． 

①バス停圏域に「時間境界」の概念を組み込むことで

より現実に即した圏域の作成，②交通手段選択モデルの

精緻化，③交通計画にて用いられる手法との比較 

従来の研究と比較し，本研究が持つ有用性は，事前に

GISを用いてバス停アクセス距離の実距離を測定するこ

とで，バス非利用者であっても最寄りバス停とそこまで

の距離が把握可能であり，バス停アクセス時間を変数に

組み込んだモデル推定が可能である点，対象地域に各バ

ス停からの距離（バス停までの距離80m刻み）に応じた

圏域を設定し，マイクロ人口統計データ14）を用いてそ

のゾーン内人口を集計することで，人口分布を考慮した

バス停単位での需要予測が可能な点の2点である． 

GISを用いることで，100mメッシュ等の単位で分析を

行った，ミクロ需要予測を行った研究はこれまでいくつ

か見受けられ．しかし，モデル推定において独自の交通
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実態調査を実施することでバス停までの実距離を把握し，

それを変数として組み込むことで，バス停までの距離圏

に応じて需要予測を行う手法は他に例がない． 

 

 

3. 研究概要 

 

(1) 研究の流れ 

本研究は大きく分けて「交通実態調査に基づいたモデル

推定」「GISベースの需要推計と精度比較」の2つから構

成される． 

 「交通実態調査に基づいたモデル推定」ではGISを用

いて対象地域にてバス停・バス停距離別に圏域を設定す

る．その後，圏域毎に交通実態調査を実施することでバ

ス停までの実距離を把握可能にすることで，バス停アク

セス距離を変数に組み込んだ交通手段選択モデルの推定

を可能とする． 

 「GISベースの需要推計と精度比較」では交通実態調

査にて設定した圏域毎の人口を算出し，これに交通手段

選択モデルから推計したバス選択確率を掛け合わせるこ

とによってバス需要予測値を算出する．この予測値とバ

スICカードの実測値，交通計画で一般的に用いられる四

段階推計法を町丁目単位にて適用した結果の3つをそれ

ぞれ比較することで，本手法の有用性の検証を行う． 

 

(2) 研究対象 

本研究の対象地域は，埼玉県さいたま市大宮区と見沼

区の一部にあたる，大宮駅東口を発着するバス路線の沿

線地域とした．当該地域は，付近に並行する鉄道が存在

せず，大宮駅までのアクセス交通手段として路線バスや

自転車が多く利用されており，本研究に適した地域だと

考えられる． 

また，本研究では私事目的の移動を対象とし分析を行

った．平日に私事目的で移動するトリップの多くは交通

弱者でありこれらの多くは推計が困難であるにも関わら

ず，交通施策を行う際にあまり考慮がなされていない．

バスはこうした交通弱者にとって最も重要な生活な足で

あることから，私事目的でのバス需要を予測する． 

なお，自宅を発地とする移動について着目を行うのは， 

過去に行った同対象地域における名久井・鷲津ら15)の分

析によると，バスを用いた移動に関して言えばバス利用

者の約9割が自宅からの移動にて利用していることが確

認されている．それ故に自宅発の移動に着目することで，

私事目的バス需要の大半は推計可能であると考え，平日

の自宅を出発地とする移動について分析を行う． 

 

 

 

表-1 圏域別配布枚数

 

 

図-1 配布対象地域と距離圏別配布地域 

 

 

4. 交通実態調査概要 

 

調査票は，世帯票と通勤通学目的・私事目的の個人票

をそれぞれ用意する（通勤通学目的個人票は関連研究16）

で使用）．世帯票には各世帯人数・年齢・職業・普段利

用可能な交通手段などの個人属性の他に，最寄りのバス

停，よく利用するバス停，バス停までの所要時間の問を

設けている．私事目的について調査する個人票は両面一

枚であり，表面では平日の平均的な一日に行った全ての

移動について，裏面ではバスが利用可能な目的地までの

平日の日常的な移動についてそれぞれ，移動目的地・利

用交通手段・経路・移動頻度・当日利用可能な交通手段

について調査する． 

配布時には事前にGISを用いて，図-1のように対象地

域における最寄りのバス停及び，そこまでのアクセス距

離を測定し，80m圏域毎に圏域を設定する．解析には

Arc GIS ArcMap10を用い，最大1200mまで設定する．そ

の後，その圏域を単位として交通実態調査をポスティン

グにて配布を行う． 

回収は概ね2週間程度の期限を設け，配布時に同封し

た返信用封筒を用いて郵送にて行う．また，このとき返

信用封筒に最寄りのバス停と距離圏が判別可能な記号を

つけておくことで，回収した際に最寄りバス停とバス停

からの実距離を正確に把握可能とする． 

 

 

5. バス停アクセス距離を組み込んだモデル推定 

 

(1) モデルの仮定 

交通実態調査から得られた回答の集計，分析を行う． 

パラメータの推定には最尤法を用い，解析には統計解析

ソフトR（アール）を使用して交通手段選択MNLモデル

を推定する． 
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従来のPT調査では，調査票の回答からバス利用者のア

クセス時間を算出していたが，これでは，バス非利用者

のアクセス時間のLOSが構築できない．そこで，本研究

では，作成した世帯票に最寄りバス停と利用するバス停

までの所要時間それぞれを問う設問を追加することで，

バス非利用者においてもバス停アクセス時間をモデルに

組み込めるように工夫している．モデル推定に用いた式

及び，効用関数を式(1)(2)に示す．十分な回答サンプル

が集まらなかった自動二輪・タクシーを除いた自家用

車・バス・自転車・徒歩の4種類を対象とし，バスにの

みバス停アクセス時間を変数として追加している．なお，

バスの所要時間は全体の所要時間からアクセス時間を除

いた乗車時間とイグレス時間の合計で計算している． 

 

 

 

 

(2) パラメータ推定結果 

表-2は本手法にて独自で調査した，事前にGISを用いて

測定した実距離を時間に換算したアクセス時間を変数に

組み込んだ結果である．全ての変数は有意となり，また

パラメータの符号条件も妥当な値を得ることが出来た． 

なお，定数項を自家用車・自転車にのみ加えているのは

徒歩を除いた3種類の交通手段に定数項を加えた時，自

家用車とバスの定数項間で強い相関が確認されることで，

モデルの説明力が減少するためである．また，バス停ア

クセス時間の三乗をモデルに用いた理由は，一乗ではバ

ス停アクセス時間の影響が線形であり，実態とは乖離す

ると判断した点と，全てのパターンを試した際に決定係

数・t値などから総合的に最もモデルの精度が高いと判

断したためである．（バス停アクセス時間乗数とt値・

決定係数の変化：表-3参考） 

また，表-2の結果を用いてバス停アクセス時間の三乗

による影響の分析を行った．図-2は，対象地域のおよそ

中間地点であり，特に回答割合の多い地域である東新井

団地バス停でのバス選択確率とバス停アクセス時間の感

度分析結果を示した結果である．この結果からバス停ア

クセス時間がバス選択確率に影響を及ぼしており，特に

4分から8分にかけて最も大きくバス選択確率が減少する

ことが確認された． 

 

表-2 モデル推定結果 

 
 

 
図-2 バス停アクセス時間 3感度分析 

 

 
図-3 駅までの所要時間を考慮したバス停圏域 

 
 
 

パラメータ t値 判定
定数項（自家用車） -0.8482 -3.2379 ***
定数項（自転車） -1.5419 -6.1919 ***

バス停アクセス時間3 -0.0011 -4.0632 ***
所要時間 -0.1587 -8.0780 ***
費用/100 -0.3663 -4.5667 ***
サンプル数 194
初期尤度 -234.691
最終尤度 -156.674
決定係数 0.3324
修正済決定係数 0.3111 (1) 

 

 (2) 
 

表-3 バス停アクセス時間乗数とt値・決定係数の変化 
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6. バス停単位需要予測 

 

(1) 需要予測概要 

交通実態調査から推定したモデルを用いて，目的地を

大宮駅および大宮駅周辺，またはこれらを経由する移動

について需要推計を行う．なお，運行系統が特殊な大

15系統については対象外とした． 
 

(2) バス停圏域の設定と発生量の算出 

バス停単位の需要予測を行うべく，バス停からの距離

圏に応じた圏域を作成する． 
バス停圏域の作成には「時間境界」の概念を組み込ん

でおり，各バス停から駅までの所要時間を算出し，この

値が等しくなる地点にバス停圏域の境界を作成すること

で，バス停圏域の改善を図った． 
具体的には，国際興業株式会社から提供されたバス

IC 実績データを用いることで，大宮駅東口を着地とす

る乗車データを抽出し乗車時間の平均値を算出した．そ

の後，この値に時刻表からピーク時の運行本数を算出し，

下式を用いることで各バス停の待ち時間の算出を行った． 
但し，バス停にて長時間待つといったケースはまれで

あることから，本研究では最大値を 3分と仮定している． 
 

(3) 発生量の算出と需要予測 

次に，私事目的での発生トリップ数を算出するため，

交通実態調査表面にて調査した平日 5日間当たりの自宅

-私事目的の移動頻度とその発生確率を掛け合わせ，合

計することで平日 5 日間あたり私事目的発生原単位

（1.05）を求めた．但し，ここで作成した原単位はあく

まで，アンケート回答者のネット原単位であるため，

PT 調査のネット原単位とグロス原単位の比（0.863）を

とり掛け合わせることで平日5日間自宅-私事目的グロス

原単位を算出し，マイクロ人口統計データから算出した

バス停・圏域別人口へ乗じることで発生量の算出を行っ

た． 
その後，モデル作成時に対象としたバスが利用可能な

目的施設までのトリップ概念と，算出した発生量の概念

を合わせるため，交通実態調査表面から得たバスが利用

可能な目的地まで行く割合（上り方面：0.862）を掛け

ることで本研究の対象となる自宅-私事目的での一週間

あたりの発生トリップ数を算出した． 
最後に，この発生トリップ数を自家用車が利用可能な

セグメントと利用不可能なセグメントに分割するべく，

交通実態調査から自家用車が利用可能なトリップ割合を

算出し掛けることでセグメント分類を行った上で需要推

計を行った．ただし，20 歳未満の人口については全て

自家用車の利用ができないと仮定している．下図-4に需

要推計の手順を示す． 

7.精度検証 

 

(1) 概要 

精度検証には，バス IC カードから算出した乗車客数

を用いる．この値を実績値とし，本手法及び交通計画に

て一般的に用いられる四段階推計法を町丁目単位で適用

した結果をそれぞれ比較し，検証を行う． 
 

 
図-4 バス停別バス需要推計フローチャート 

 

 
図-5 精度検証イメージ図 

 
 
(2) バスICカードに基づく実績値の算出 

国際興業株式会社より提供された，バス IC カードデ

ータを集計・加工することで平日 10 日間での上り線時

間帯別 OD表を作成する．これは全目的での OD表であ

るため，PT 調査から求めた大ゾーン別発時間帯別自宅-
私事目的発生割合を掛け合わせることで自宅-私事目的

でのOD表を推計した．これを ICカードの利用率を割る

ことで自宅-私事目的での乗車客数の算出を行う．その

後，降車バス停が大宮駅東口周辺の停留所であるトリッ

プを抽出し，先の需要予測結果と比較することで本手法

の精度検証を行う．但し，大宮駅東口周辺の停留所とは

大宮駅周辺施設利用者が利用した大宮駅東口・大宮区役

所・氷川参道の 3つの停留所が対象とする． 
なお，提供された情報は，利用者毎の乗車系統名・番

号・利用年月日・乗降バス停名・乗降時分・利用人数・

バス IC 利用率であり，データの収集期間は平成 26 年 6
月 14 日～6 月 27 日である．また，当該機関において雨

天日が存在したが，日別乗降客数と降水量や日照時間，

気温などの気象データの相関を確認したところいずれも

約 0.3 未満であるため気象と乗降客数との相関はないも

のとして分析をしている． 
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(3) 四段階推計法の適用手法について 

a) ゾーニングについて 

 四段階推計法を適用する上で，一定の精度を確保する

ためにはなるべく小さなゾーンでの予測が望ましい．そ

こで，本稿では研究対象地域を町丁目に細分化している．

また，着ゾーンは大ゾーンを集計単位とした．これは，

本研究ではバスの需要予測を目的としているため，鉄道

を利用する遠方へのトリップにおいてはゾーンの大きさ

による LOS の推定精度等の影響がバス需要予測へは極

めて小さいと判断したためである． 
 
b) 発生量とＯＤ交通量予測 
対象地域内の町丁目別昼間人口に PT 調査自宅-私事目

的グロス原単位を掛け合わせることで算出を行う． 
その後，PT調査計画基本ゾーン別ODを用いて簡便法に

て先の発生量をもとに町丁目単位ODを推計した． 
 
c) 分担交通量と配分交通量予測 

分担交通量の予測には本手法と同様に実施したアンケ

ート調査結果を用いる．また，配分交通量には JICA 
STRADA3.5 を用いて配分を行うことで，各バス停毎の

乗降客数を推計する．表-4に用いた分担交通量予測モデ

ルを，図-6に用いた公共交通ネットワークを示す． 

 
図-6 需要予測ゾーン分割と配分ネットワーク 

表-4 モデル推定結果（町丁目単位） 

 

 
図-7 対象バス路線図 

 

 

8.結果 

図-7 は対象路線を示した図であり，路線：1 が本線，

路線：2 が支線の区間である．また，図-8 は本手法とバ

ス IC データから算出した実績値を地図上に示したもの，

図-9は本線区間における本手法と四段階推計法の需要推

計値，バス IC から算出した実績値の比較結果である．

パラメータ t値 判定
定数項（バス） 0.6504 3.2011 ***
定数項（自転車） -1.0212 -3.6761 ***
バス停アクセス時間 -0.0010 -4.0034 ***
所要時間 -0.1288 -7.3682 ***
費用/100 -0.3902 -4.8762 ***
サンプル数 194
初期尤度 -234.691
最終尤度 -156.789
決定係数 0.3319
修正済決定係数 0.3106

図-8 需要推計値と実績値及びそのバス停の位置関係図 

Ⅰ 

Ⅱ 
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なお，図-9 におけるグラフの縦軸はバス IC カードデー

タから求めた実績値の合計を 1とした指数で表している． 
精度検証の結果，本線区間においては概ねグラフの形

状の一致が確認された．本線区間全体での誤差は僅か

0.01％であり，バス停毎の乗車人数の平均二乗誤差

(RMSE)を算出したところ約15.56(人)とほぼ正確な予測が

実現できたと言える． 
一方で，支線区間においてはいくつか大きく予測値と

異なる地点がみられる．こうした要因として図-8中の地

点Ⅰはバス路線の折り返し地点であるため路線において

は圏域が広がりすぎるといった問題が確認された．地点

Ⅱでは自治医大前のバス停であり，病院利用者が帰宅者

にて利用していると予想される．帰宅目的は本手法にて

対象としていないため本研究では問題としない． 
また，四段階推計法での需要予測結果と実績値を比較

すると，区間全体で約 1.8 倍過大推計でありバス停毎で

は RMSE が約 52.24（人）であり，誤差が非常に大きい

ことが確認できた． 
 

 
図-9 需要推計値と実績値（本線区間） 

 
 
9．おわりに 

本稿では先行研究に加え新たに「時間境界」の概念の

導入，モデルの精緻化，四段階推計法との比較を行った．

その結果，モデル推定ではバス停アクセス時間は線形な

影響ではなく，より高次に働くなど現実的なモデル推定

結果を得ることができた．また，需要推計結果において

は本線区間では概ね真値を得ることが，交通計画にて一

般的に用いられる手法と比較した結果からは，本手法の

方がより精度が優れているなど，本手法の有用性の検証

を行うことができた． 
今後は，本手法では予測できない施設から発生する帰

宅トリップの予測手法の検討や，分析対象を通勤・通学

やその他の移動にまで拡大した上で予測精度の確保を目

指していく．また，同時に他地域にて本手法を適応する

ことで本手法の有用性の検証を行っていきたい． 
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